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第  ６ ２  期

東洋タイヤコード株式会社
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貸借対照表　　　Ｐ１

注記等　　　　　Ｐ２

愛知県西尾市上矢田町神明寺３番地



(単位:円)

科     目 金    額 科     目 金    額

流動資産 1,560,434,777 流動負債 939,066,171

現金及預金 11,857,385 買掛金 572,095,520

受取手形 1,732,453 リース債務（短期） 19,037,808

売掛金 639,520,223 未払金 49,407,866

製品 134,334,263 未払法人税等 0

原材料 28,162,734 未払消費税 11,646,300

仕掛品 136,621,985 未払費用 161,785,971

貯蔵品 5,334,540 預り金 25,614,324

前払費用 11,618,514 賞与引当金 99,478,382

短期繰延税金資産 49,853,000

預け金 502,651,793

未収金 36,174,927 固定負債 968,679,691

仮払金 127,920 退職給付引当金 735,305,413

ﾎﾞﾋﾞﾝ保証金 3,444,940 役員退職慰労引当金 27,353,000

差入保証金 670,100 環境対策引当金 47,489,515

貸倒引当金 -1,670,000 リース債務（長期） 158,531,763

負　債　合　計 1,907,745,862

固定資産 2,005,862,769

有形固定資産 1,525,278,846

建物 426,396,929 株主資本 1,633,852,700

構築物 71,218,129 　資 本 金 100,000,000

機械装置 872,538,715

車両運搬具 4,592,391 　資本剰余金 600,000,000

工具器具備品 17,732,132 　　 資本準備金 250,000,000

土地 58,041,884 　　 その他資本剰余金 350,000,000

建設仮勘定 72,825,330 　　 　　資本減少差益 350,000,000

リース資産 1,933,336

　利益剰余金 933,852,700

無形固定資産 1,592,086 　　 利益準備金 147,000,000

加入権 1,592,086 　　 その他利益剰余金 786,852,700

　　　　別途積立金 710,000,000

投資その他の資産 478,991,837        繰越利益剰余金 76,852,700

子会社株式 10,000,000

投資有価証券 48,403,883 評価・換算差額等 24,698,984

長期前払費用 210,000 　株式等評価差額金 24,698,984

長期貸付金 9,100,000

長期繰延税金資産 394,936,314

その他投資 16,341,640 純資産合計 1,658,551,684

資 産 合 計 3,566,297,546 負 債 純 資 産 合 計 3,566,297,546

－１－

2010年3月31日現在

  第 ６２ 期  貸  借  対  照  表   

資  産  の  部 負  債  の  部

純  資  産  の  部



Ⅰ．重要な会計方針に係る注記

 1.有価証券の評価基準および評価方法
   子会社株式    総平均法による原価法
   上場有価証券  期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資本直入法により処理し売却原価は総平均法により算定）

 2.棚卸資産の評価基準および評価方法
　 先入先出法による原価法　(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

 3.有形固定資産の減価償却は定率法によります。ただし、建物については、定額法によります。
   (追加情報) 

     2007年度の法人税法の改正に伴い、2007年3月31日以前に取得した有形固定資産のうち、償却可能限度額まで償却が

　　 終了したものについては、残存簿価を償却が終了した事業年度の翌事業年度以後５年間で均等償却している。

　　 この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ53百万円減少している。

 4.引当金の計上基準
   貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるために、法人税法に基づく引当金限度額相当額を

計上しています。

　 賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額のうち当会計年度に帰属する額を
計上しています。

   退職給付引当金     従業員の退職給付に備えるために、当期末における退職給付債務の見込み額に基づき
簡便法により計上しています。
なお、会計基準変更時差異については一括費用処理しています。

   役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、社内規定に基づく期末要支給額を計上
しています。

　 環境対策引当金 ＰＣＢの撤去、処分等に関する支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を
計上しています。

 5.消費税等の処理     税抜き方式をとっております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

 1.親会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 646,479,616 円
短期金銭債務 133,433,236 円

 2.子会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 4,085,540 円
短期金銭債務 29,441,813 円

 3.有形固定資産の減価償却累計額 8,920,030,389 円

Ⅲ．一株当り情報に関する注記
 1.一株当り純資産 1,842円83 銭
 2.一株当り当期純利益 56円32 銭

Ⅳ．当期純利益 50,695,172 円

－２－


